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全国一、スリムでスピーディな組織づくりを目指し、あらゆる分野の組織、機関

等の見直しを図り、徹底的な組織の再編・スリム化を図る。 

◆ 府営公園維持管理業務のアウトソーシングとそれに伴う公園事務所

の再編に向けた検討【土木部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成 14 年度 北部・東部公園事務所の維持管理業務を(財)大阪府公園協会に

委託するとともに、両事務所を統合し、北部公園事務所を設置 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

利用者サービス水準の維持向上等の観点から、今年度実施した北部・東部公

園事務所の統合等の状況を踏まえながら、残る公園事務所（中部、南部、臨

海）の維持管理業務のアウトソーシングとそれに伴う公園事務所の再編に向

けた検討を行い、具体化を図る。 

◆ 福利厚生住宅（教職員住宅：就正寮）の敷地の売却【教育委員会】 

《行財政計画（案）改革工程表における取組内容》 
平成１４年度 職員宅舎３ヵ所と教職員住宅２ヵ所を廃止 

職員宅舎６ヵ所、独身寮３ヵ所､教職員住宅７ヵ所の廃止に向

けて協議調整 

平成１５年度 他宅舎等の平成１６年度末までの廃止に向け調整 

（就正寮については平成１５年度に売却予定） 

平成１６年度 全廃 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成１５年度に売却予定（平成１３年度に用途廃止）であった就正寮を平成

１４年度中に売却する。 

組織の再編・スリム化 
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◆ 文書逓送業務の見直し【総務部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
   平成１５～１６年度  文書逓送業務の見直し 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

現在、法制文書課において集約して実施している文書使送・逓送業務につい

て、当面、平成１５年度において、非常勤化の拡大を図り、業務を処理する

とともに、庁内のＩＴ化の状況や総合行政ネットワークの整備状況を見据え

つつ、大幅な外部委託の導入など抜本的な業務処理方法の見直しをすすめる。 

◆ 法整備を見据えた府大学の「公立大学法人」化の実現 

【生活文化部・健康福祉部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成 14 年度の夏までに府大学改革基本計画(案)を作成し、パブリックコメ

ント手続きなどを経て、計画を策定。内容としては、少子化時代に府大学が

将来にわたって果たすべき役割や、教育研究内容、大学運営に対する評価や

運営主体のあり方などを精査し、学部の再編、統合、法人化など本格的な大

学改革を推進する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

社会経済状況の変化に的確に対応できる自律的、自主的な大学運営を実現

し、大学の教育研究を活性化する観点から、早期に法人化を可能とする法整

備がなされるよう要望を強化し、平成 17 年度を目処に、新しい大学にふさわ

しい「公立大学法人」化の実現を図る。 

◆ 府大学の教員組織のスリム化等【生活文化部・健康福祉部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成 14 年度の夏までに府大学改革基本計画(案)を作成し、パブリックコメ

ント手続きなどを経て、計画を策定。内容としては、少子化時代に府大学が

将来にわたって果たすべき役割や、教育研究内容、大学運営に対する評価や

運営主体のあり方などを精査し、学部の再編、統合、法人化など本格的な大

学改革を推進する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

府大学の教員について、概ね１０年間で現行定数を２５％削減する。あわ

せて事務組織体制の再編を行う。 
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１ 計画（案）で見直しの方向性が示されている事務事業 

「まちが安全・くらしが安心」、「人が元気」、「都市が元気」な大阪づくりに向け、

限られた財源のなか、府としての役割を果たすとともに、スピードある改革に取組

むため施策再構築の前倒し､早期具体化を図る。 

◆ 府立社会福祉施設（槻ノ木荘・高槻温心寮・豊里学園）の 

大阪福祉事業財団への移管[民立民営化] 【健康福祉部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 

大阪福祉事業財団委託施設については、府立施設としては廃止することとし、

今後、施設種別ごとに条件整備に努め、順次、事業財団への移管をすすめる。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成１４年４月に民営化を実施した特別養護老人ホーム白島
はくしま

荘ほか８施設

（府社会福祉事業団等に移管）に続き、槻ノ木荘・高槻温心寮・豊里学園の

早期移管を行う。 

○各施設の移管予定時期 

・槻ノ木荘（養護老人ホーム）  平成１４年１１月１日 

・高槻温心寮（救護施設）    平成１５年 ４月１日 

・豊里学園（知的障害児施設）  平成１５年 ４月１日 

◆ 高等職業技術専門校の再編整備に向けた取組【商工労働部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成１４年度に、高等職業技術専門校の再編整備に関する基本構想を策定

する。具体的スケジュールは平成１５年度以降の財政状況等を検証した上で

判断する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

本年 10 月末を目途に基本構想を策定し、高等職業技術専門校の訓練体系等

のあり方について早期に検討をすすめる。 

施策の再構築等 
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◆ 府営住宅建替における民活手法の早期導入に向けた取組 
【建築都市部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
府営住宅建替に伴う売却用地について、平成 13 年度から事業コンペを実施

しており、さらに、民間の経営資源や創意工夫を活かして、円滑かつ効率的

な建替事業を進めるため、平成 16 年度から民活手法を導入した建替事業コン

ペ等を試行する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

PFI を視野に入れた民活手法の実現可能性や具体的手法等について平成 

１４年度に前倒しで検討に着手し、早期導入を図る。 

◆ 府立高校の納付金の見直し【教育委員会】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
空調機の導入など、さらなる学習環境の充実を図るため、適正な受益と負担

の観点から今後の納付金のあり方について検討する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成 16 年度から府立高校全校の普通教室に空調機を導入するため、空調使

用料の設定を検討する。 

◆ 私立高校通信制課程の経常費補助単価の見直し【生活文化部】 

《行財政計画（案）改革工程表における取組内容》 
通信制課程の経常費助成については平成 16 年度までに､補助単価を府内一

般生は国標準額、その他生（府内技連生、府外生）は国庫補助額へ 3 ヵ年で

段階的に引き下げる。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

平成 14 年度から着手している補助単価の段階的引下げ（府内一般生は国標

準額、その他生は国庫補助額に）を平成１５年度に前倒しで実施する。 
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◆ 府 3 大学の再編・統合等【生活文化部・健康福祉部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
平成 14 年度の夏までに府大学改革基本計画(案)を作成し、パブリックコメ

ント手続きなどを経て、計画を策定。内容としては、少子化時代に府大学が

将来にわたって果たすべき役割や、教育研究内容、大学運営に対する評価や

運営主体のあり方などを精査し、学部の再編、統合、法人化など本格的な大

学改革を推進する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

教育研究機能の充実や、地域貢献、社会貢献の機能強化、さらには運営基盤

の強化を図るため、平成１７年度を目途に府立大学、府立女子大学、さらに府

立看護大学の３大学を再編・統合し、高度「研究型」大学として教育研究体制

を再構築する。あわせて「公立大学法人」による自律性・機動性のあふれた大

学運営への転換を図る。 

◆ 海外事務所の機能強化に向けた取組【商工労働部】 

《行財政計画(案)改革工程表における取組内容》 
シンガポール、上海両海外事務所を大阪市との共同設置とするため、大阪市

との協議をすすめる。 

○スケジュール 

シンガポール   平成１４年度 執務室の一体化 

平成１５年度 大阪市と協議 

平成１６年度 共同設置 

上   海   平成１６年度 大阪市と協議開始 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

海外における諸活動の総合力を高めるため､大阪市の海外事務所との共同

化に向けた検討をすすめる。 
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◆ 定時制高校の改革（夜間定時制課程を包括したトータル計画の策定）

【教育委員会】 

《行財政計画（案）改革工程表における取組内容》 
全日制府立高校特色づくり・再編整備２期全体計画（職業科を除く）にお

いて、そのあり方を検討。 
平成１４年度 ２期全体計画・１年次計画策定・公表 
平成１５年度 ２期２年次計画 策定・公表 
平成１６年度 ２期３年次計画 策定・公表 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

本年６月の教育委員会会議の決定に基づき、全日制の高等学校に、多部制単

位制高校（ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｽｸｰﾙ）を加えた「昼間の高等学校」及び夜間定時制の課

程を包括した新たな計画「府立高等学校特色づくり・再編整備計画（仮称）」

を平成１５年度に策定する。 
 

夜間定時制高校については、夜間という条件の中で目的意識を持って学習す

る生徒の就学の場となるよう教育内容・教育システムの充実を図るとともに、

適正規模・適正配置の観点から今年度中に検討を行い方向性を取りまとめる。 
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 ２ 計画(案)で見直しの方向性が示されている事務事業以外のもの 

平成１４年度施策評価において、273 施策・1,846 事業を対象に評価作業

を実施し、社会的ニーズ、府の関与の必要性、コストパフォーマンスの視点か

ら、事務事業の優先順位付けや今後の方向性について再精査しており、現時点

において、休廃止を含め何らかの見直しを検討している事業は 332 事業（詳細

は別添「平成 14 年度施策評価の進捗状況」参照）となっている。 

見直しを検討している事業のうち､本年度あらたに見直しを検討している事

業や、昨年度の評価で見直しを行い、本年度さらに見直しを検討する事業は 75

事業あり、その具体例は次のとおりである。 

 

（あらたに見直しなどを検討している事業例） 

◆ ドーンセンター事業【生活文化部】 

大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）において啓発学習等の各

種の事業を実施しているが、事業効果をより高めるため、事業手法を見直

し、NPO の一層の参画を図る。 

◆ 8020 運動推進特別事業【健康福祉部】 

成人の歯科保健水準の現状把握や 8020(80 歳まで自分の歯を 20 本保

つ)早期実現に向けて、課題及びその解決の方向性を明らかにするためのモ

デル事業（平成 14 年度末まで）であり、本年度で終了する。 

◆ 「健康づくり情報」提供基盤整備事業【健康福祉部】 

薬局を活用した「健康づくり情報」の提供方策を検討するため、茨木保

健所管内をはじめ府内５カ所の地区において、２ヵ年にわたりモデル事業

を展開した結果、本事業の目的がほぼ達成できるため、平成 14 年度末で

終了する。 

◆ 輸出手形損失てん補金【商工労働部】 

輸出手形を買い取った府内の金融機関に対し、回収不能額の一部を補償

する事業であるが、国における貿易保険制度の充実を踏まえ、平成 14 年

度から保険の新規引き受けを停止する。 
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◆ 職場適応推進事業【商工労働部】 

公共職業安定所に職場適応相談員を配置し、障害者及び事業所に対し、

障害者の職場適応に関する相談・助言を行う事業であるが、国との役割分

担を踏まえ、平成 14 年度末で終了する。 

◆ 府営住宅改善事業（住戸改善）【建築都市部】 

狭小な住宅及び浴室のない住宅を対象として床面積を拡大する事業であ

り、ほぼ目的を達成したので終了する。 

◆ 特定優良賃貸住宅供給促進事業【建築都市部】 

中堅所得者世帯へ良質な賃貸住宅の供給を図るため、住宅を建設する土

地所有者等に対し、建設費や家賃減額に対する助成を行う事業であるが、

今後、管理期間が 10 年以上経過した住宅の空家を一般賃貸住宅として利

用するなど、既存ストックの有効活用を図るとともに、新規供給は需要の

高い地域へと、さらなる重点化を図る。 
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全ての指定出資法人について、法人の存立意義や目的、法人に委託することの効

率性などを踏まえて総点検を行い、統廃合をより一層すすめる。存続する法人につ

いては経営の抜本改善及び法人の自立運営をさらにすすめる。 

また、公の施設について、府民ニーズの変化、費用対効果などの視点から、出資

法人の改革とあわせて厳しく総点検を行い、運営効率の向上を図るとともに、より

魅力ある施設とするため、民間の活力やノウハウを積極的に活用する。 

◆ 岸和田港木材倉庫(株)の解散・清算に伴う収入【環境農林水産部】 

《行財政計画（案）改革工程表における取組内容》 
岸和田港木材倉庫㈱の解散  平成１４年度中 

《前倒し・早期具体化等の内容》 
岸和田港木材倉庫㈱については平成 14 年 3 月に解散し、現在清算業務を

進めており、府として、平成１４年度内に株式の数に応じた分配金を収入す

る。 

◆ (財)大阪府ポートサービス公社の解散・清算に伴う収入【土木部】 

《行財政計画（案）改革工程表における取組内容》 
(財)大阪府ポートサービス公社の解散  平成１３年度末 

《前倒し・早期具体化等の内容》 
(財)大阪府ポートサービス公社については、平成 14 年 3 月に解散し、現

在清算業務を進めており、府として、平成 14 年度内に残余財産の寄附採納

を行う。 

◆ (財)大阪府文化振興財団の自立的経営の促進【生活文化部】 

《さらなる改革の具体的取組内容》 
大阪センチュリー交響楽団を運営する(財)大阪府文化振興財団については、

在阪オーケストラの振興方策の検討にあわせて、役員に登用した民間人材の

経営ノウハウを活かし、さらなる自立的経営を促進する。 

出資法人・公の施設の改革 
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◆ 公の施設の運営改善及び民間ノウハウの活用 

公の施設について、運営体制の見直しによる効率性の向上を図るとともに、

より魅力ある施設とするため、管理運営手法を公募する、いわゆるプロポー

ザル方式を導入するなど、民間事業者のノウハウを積極的に活用する。 

《前倒し・早期具体化等の内容》 

◆門真スポーツセンター、漕艇センターにおける職員の非常勤化等の前倒し

実施【教育委員会】 

《さらなる改革の具体的取組内容》 

◆国際児童文学館における任期付専門員の任用【教育委員会】 

《さらなる改革の具体的取組内容》 
◆平成 15 年春オープン予定の「紀泉ふれあい自然塾（仮称）」の民間ノウ

ハウの活用による運営【環境農林水産部】 
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財政収支の改善を図るため、施策や組織の再構築による歳出の抑制とあわせ、府

税収入の確保、府有財産の売り払いや受益に見合った適正な負担など、自主財源の

確保に努める。 

 さらに、歳入確保の取組として、売却可能な府有地の掘り起こし、貸付金償還の

前倒しなどの取組をすすめる。 

◆ 大阪高速鉄道（株）長期貸付金の前倒し償還【土木部】 

《前倒し・早期具体化等の内容》 
大阪府から大阪高速鉄道㈱への長期貸付金について、同社に要請の上、平

成１４年度に一部前倒し償還を受ける。 

◆ 日本赤十字社（大阪府支部）長期貸付金の前倒し償還【健康福祉部】 

《さらなる改革の具体的取組内容》 

昭和４９年度に日本赤十字社大阪府支部の社屋建設に要する資金の貸付を

行ったところであるが、同社と協議の上、貸付残金について平成１４年度に

前倒し一括償還を受ける。 

◆ 売却可能な府有地の新たな掘り起こし・売却の前倒し 

《さらなる改革の具体的取組内容》 
地価の下落傾向や土地需要の低迷など、目標の歳入確保に向けた府有地の

売却を取りまく状況が厳しいことから、売却可能な府有地を新たに掘り起こ

し、売却に努める。また、すでに売却予定の府有地についても、できる限り

早期売却に努める。 

◆ 遊漁船登録にかかる手数料の徴収【環境農林水産部】 

《さらなる改革の具体的取組内容》 
平成 15 年度から、遊漁船の登録に際し新たに手数料を徴収する。 

歳入確保 
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◆ 庁舎借上げ料の縮減【総務部】 

《さらなる改革の具体的取組内容》 

事務の効率性・経済性を考慮し、借上げ民間ビル（一部）からの移転を実施

するとともに、賃料値下げ交渉により、借上げ経費の縮減を図った。 

 

経費節減 


